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１．平成26年３月期の連結業績（平成25年４月１日～平成26年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年３月期 19,362 ― 1,885 ― 1,813 ― 1,101 ―
25年３月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

 

(注) 包括利益 26年３月期 1,103百万円( ―％) 25年３月期 ―百万円( ―％)
 

 
１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益

自己資本 
当期純利益率

総資産 
経常利益率

売上高 
営業利益率

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年３月期 94.56 92.61 34.4 14.7 9.7
25年３月期 ― ― ― ― ―

 

(参考) 持分法投資損益 26年３月期 ―百万円 25年３月期 ―百万円
 

(注)平成26年３月期より連結財務諸表を作成しているため、平成25年３月期の数値および対前年同期の増減率は記載
しておりません。

 

（２）連結財政状態

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭

26年３月期 14,910 3,745 24.9 318.55
25年３月期 ― ― ― ―

 

(参考) 自己資本 26年３月期 3,717百万円   25年３月期 ―百万円
 

(注)平成26年３月期より連結財務諸表を作成しているため、平成25年３月期の数値は記載しておりません。
 

（３）連結キャッシュ・フローの状況

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー
投資活動による 

キャッシュ・フロー
財務活動による 

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物 

期末残高
  百万円 百万円 百万円 百万円

26年３月期 3,202 △1,472 873 4,021
25年３月期 ― ― ― ―

 

(注)平成26年３月期より連結財務諸表を作成しているため、平成25年３月期の数値は記載しておりません。
 

２．配当の状況

 
年間配当金 配当金総額 

(合計)
配当性向 
(連結)

純資産 
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年３月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 58 ― ―
26年３月期 ― 3.00 ― 5.00 8.00 93 8.5 2.9

27年３月期(予想) ― 5.50 ― 5.50 11.00   9.5  
 

(注)平成26年３月期より連結財務諸表を作成しているため、平成25年３月期の配当性向および純資産配当率は記載して
おりません。

 

３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日）
 

 

 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり 
当期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 9,089 10.6 △23 - △69 - △109 - △9.39
通 期 22,348 15.4 2,407 27.7 2,268 25.1 1,355 23.1 116.14

 

 
 



  

  

  

  

  

  

  

  

  
  

（２）個別財政状態 

      

  

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 

  
  

  

  

※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 有
 

  新規 1社 (社名)株式会社渋谷 、除外 ―社 (社名) 
 

(注)詳細は、添付資料P.16「４．連結財務諸表（５）連結財務諸表に関する注記事項（連結財務諸表作成のための基
本となる重要な事項）」をご覧ください。

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
 

 
 

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 26年３月期 11,670,000株 25年３月期 11,612,700株

② 期末自己株式数 26年３月期 606株 25年３月期 606株

③ 期中平均株式数 26年３月期 11,646,812株 25年３月期 11,469,675株
 

 
 

(参考) 個別業績の概要
１．平成26年３月期の個別業績（平成25年４月１日～平成26年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年３月期 16,266 26.1 1,834 49.4 1,756 49.2 1,089 47.7
25年３月期 12,903 20.2 1,227 14.2 1,177 15.9 738 11.9

 

 
１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

  円 銭 円 銭

26年３月期 93.59 91.66
25年３月期 64.36 62.39

 

 

 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円 銭

26年３月期 12,800 3,732 28.9 317.40
25年３月期 9,783 2,705 27.5 231.48

 

(参考) 自己資本 26年３月期 3,703百万円   25年３月期 2,687百万円
 

 

 

２．平成27年３月期の個別業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日）
 

 

 

  売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 7,606 9.6 △35 - △62 - △5.36
通 期 18,861 16.0 2,221 26.5 1,350 23.9 115.72

 

 

 

※ 監査手続の実施状況に関する表示
 

この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品
取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
 

（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的である
と判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件および業績予想のご利用に
あたっての注意事項等については、添付資料Ｐ．２「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関す
る分析」をご覧ください。 
（決算補足説明資料および決算説明会内容の入手方法） 
 当社は以下のとおり機関投資家およびアナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布した資料等
については、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。 
・平成26年５月９日（金）・・・・・・機関投資家・アナリスト向け決算説明会
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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、金融緩和をはじめとする各種政策効果もあり、個人消費や輸出の持ち

直し等、緩やかな景気回復基調となっております。一方で、消費税率の引き上げによる個人消費への影響や、海外

景気の下振れによる国内景気の下押しが依然として懸念されるなど、先行きは不透明な状況となっております。 

このような環境下、当社グループは主力事業であるブライダル事業において「施設スタイルにこだわらない都市

型ブライダルオペレーター」として、東京23区および政令指定都市に展開した挙式・披露宴施設の運営を継続して

まいりました。 

具体的な新規施設の開業については、平成25年６月に専門式場スタイルである「アルマリアン ＦＵＫＵＯＫＡ」

（福岡市中央区）をオープンいたしました。 

 また、平成26年秋に東京都豊島区東池袋にて開業予定の施設の屋号を「アルマリアン ＴＯＫＹＯ」および「アヴ

ェニールクラス ＴＯＫＹＯ」に決定し、平成25年12月から受注活動を開始いたしました。さらに、平成26年夏また

は秋に宮城県仙台市にて開業予定の施設の屋号を「ラグナヴェール ＳＥＮＤＡＩ」および「アンジェリオン オ プ

ラザ ＳＥＮＤＡＩ」に決定し、平成26年１月から受注活動を開始いたしました。 

この結果、当連結会計年度の業績は、売上高19,362百万円、営業利益1,885百万円、経常利益1,813百万円、当期

純利益1,101百万円となりました。 

なお、当連結会計年度は連結初年度にあたるため、前連結会計年度との比較分析は行っておりません。以下、セ

グメント別の状況においても同様であります。 

（ブライダル事業） 

前期に開業した２施設が通期稼働したこと、平成25年６月に「アルマリアン ＦＵＫＵＯＫＡ」がオープンした

こと等により、ブライダル事業の売上高は15,327百万円、セグメント利益は2,906百万円となりました。 

（建築・内装事業） 

店舗内装、個人住宅などにおける工事の完成があったこと等により、建築・内装事業の売上高は2,141百万円、

セグメント利益は153百万円となりました。 

（その他の事業） 

その他の事業の売上高は1,892百万円、セグメント利益は224百万円となりました。 

  

② 次期の見通し 

今後想定されるわが国の経済状況は、緩やかな回復基調の継続が想定されるものの、世界経済の下振れ懸念等に

より依然として先行き不透明な状況が続くことが予想されます。 

このような環境のもと、当社は多様化する顧客ニーズの変化を的確に捉えるため、顧客である新郎新婦や列席さ

れるゲストに対する「施設の貸し切り感」・「オリジナル感」の演出を重視した、オーダーメイド型の婚礼サービ

スを提供する直営の挙式・披露宴施設の出店を継続するとともに、内製化事業の展開による収益力の強化、事業規

模の拡大に応じた人材の確保と育成および内部管理体制の充実に取り組み、業績の向上に努めてまいります。 

次期の業績見通しにつきましては、平成25年６月にオープンした「アルマリアン ＦＵＫＵＯＫＡ」（天神事業

所）が通期稼働することに加え、「アルマリアン ＴＯＫＹＯ」および「アヴェニールクラス ＴＯＫＹＯ」（とも

に池袋事業所）ならびに「ラグナヴェール ＳＥＮＤＡＩ」および「アンジェリオン オ プラザ ＳＥＮＤＡＩ」

（ともに仙台事業所）がオープンする予定であること等により、順調な売上増加を見込んでおります。一方、費用

については、新規施設の開業準備に係る先行費用が増加すること等により、主に人件費、広告宣伝費、地代家賃お

よび減価償却費の増加等を見込んでおります。 

また、当社グループは減価償却費に係る会計方針の変更を予定しております。次期の業績予想は当該変更を前提

に作成しており、係る影響額は245百万円と見込んでおります。 

以上により、次期の連結業績の見通しについては、売上高22,348百万円（前期比15.4％増）、営業利益2,407百

万円（前期比27.7％増）、経常利益2,268百万円（前期比25.1％増）、当期純利益1,355百万円（前期比23.1％増）

と予想しております。 
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（２）財政状態に関する分析 

①  資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末における資産総額は14,910百万円、負債総額は11,164百万円、純資産は3,745百万円となりまし

た。なお、当連結会計年度は、連結初年度にあたるため、前連結会計年度との比較分析は行っておりません。 

②  キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は4,021百万円となりました。な

お、当連結会計年度は、連結初年度にあたるため、前連結会計年度との比較分析は行っておりません。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により得られた資金は3,202百万円となりました。その主な内訳は税金等調整前当期純利益1,814百万

円、減価償却費の内部留保1,123百万円、法人税等の支払額778百万円、仕入債務の増減額320百万円、未払金の増減

額198百万円、未成工事支出金等の増減額195百万円、たな卸資産の増減額121百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により支出した資金は1,472百万円となりました。その主な内訳は有形固定資産の取得による支出891百

万円、敷金及び保証金の差入による支出252百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出238百万

円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により得られた資金は873百万円となりました。その主な内訳は長期借入れによる収入2,900百万円、長

期借入金の返済による支出1,786百万円であります。 

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移  

 自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

 (注) １．いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

２．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。  

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象として

おります。 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、積極的な投資による持続的な利益成長と事業規模の拡大が株主共通の利益に資すると考えております。

一方で、株主に対する利益還元も重要な経営課題と認識しております。中長期的な利益配分に関しては、将来の利

益成長および事業規模の拡大のための投資を積極的に行うべく、財務基盤の強化のための内部留保の確保を図ると

ともに、適正な自己資本利益率の維持を考慮し、利益成長に伴う増配および配当性向の向上を目指していく所存で

あります。 

当期の配当金につきましては、平成26年５月９日に発表の「剰余金の配当（増配）に関するお知らせ」のとお

り、平成26年３月期の業績を鑑み、平成26年３月31日を基準日とする１株当たりの配当金額を従来の配当予想の３

円から66.7％増額し５円（中間配当金は支払い済みの３円、年間配当金は合計８円）とさせていただきます。 

また、次期の１株当たりの配当金額につきましては上記方針を総合的に勘案し、年間で11円（うち、１株当たり

中間配当金５円50銭）を予定しております。 

  

 

  平成26年３月期

自己資本比率（％） 24.9 

時価ベースの自己資本比率（％） 70.0 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 1.8 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 36.0 
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（４）事業等のリスク 

本決算短信に記載した事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなも

のがあります。当社グループはこれらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避および発生した場合の対

応に努める方針でありますが、当社の株式に関する投資判断は、本項および本決算短信中の本項以外の記載内容も

併せて、慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。 

なお、文中の将来に関する事項は当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

  

①  少子化の影響について 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年１月推計）」によりますと、今後18歳から34歳

までの人口は、減少傾向にあると予測されており、厚生労働省の「人口動態調査」では、結婚適齢期である25歳か

ら34歳までの年齢層が縮小傾向にあり、当社の属するブライダルマーケット全体の縮小が懸念されます。 

当社は、今後も人口の減少が少ないと思われる東京23区および政令指定都市を中心に出店するとともに、マーケ

ット動向を注視し事業を推進してまいりますが、マーケットが急激に縮小した場合は当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

  

②  競合および新規参入について 

当社が運営する挙式・披露宴施設と同一商圏に競合企業が複数参入するほか、異業種から資金力とブランド力を

有する企業がブライダルマーケットに新規参入するなど、他社との競合状況が激化した場合には、当社グループの

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③  出店について 

当社は、「施設スタイルにこだわらない都市型ブライダルオペレーター」として、多様化する顧客のニーズに応

えるため、専門式場、ゲストハウス、ホテル、レストランの４つのスタイルの挙式・披露宴施設を特定のスタイル

に偏らないよう出店する方針であります。出店候補地の選定に当たっては、①東京23区および政令指定都市②新幹

線停車駅がある人口30万人以上の都市、の順に優先順位を定め、出店候補地の立地、エリアマーケティングデー

タ、運営施設の採算性、人材確保、資金繰りおよび投資回収期間を総合的に勘案したうえで、出店候補地を決定

し、新規出店を積極的に進めていく計画であります。 

当社は、専門部署である店舗開発本部を中心として、不動産デベロッパー、不動産投資ファンド運用会社、ゼネ

コン、総合商社等多岐にわたるルートから出店候補地の情報を収集し、出店のための条件交渉を行っております

が、当社の出店条件に合致する候補地の契約が締結できなかった場合、または、出店に必要な資金を当社の計画ど

おりに金融機関等から調達できなかった場合は、出店計画を変更する必要性が生じ、当社グループの業績に影響を

及ぼす可能性があります。 

また、新規出店に際し、オープン準備期間に諸費用が先行して発生することにより、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

  

④  敷金及び保証金の差入について 

当社は、賃借により出店を行うことを基本方針としており、挙式・披露宴施設等の賃借時に敷金及び保証金を差

入れております。敷金及び保証金の残高は平成26年３月31日現在1,962百万円となっており、連結総資産に占める比

率は13.2％であります。 

当社は、新規に出店する際の与信管理を徹底しておりますが、賃貸先のその後の財政状態の悪化等によって、敷

金及び保証金の全部または一部が回収できなくなった場合には、当社グループの財政状態および業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 
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⑤  減損会計について 

当社の挙式・披露宴施設に係る設備について、施設の営業活動から生じる収益力が著しく低下することなどによ

り減損の認識がなされた場合、減損損失の計上により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社は、平成25年５月10日付で、株式会社渋谷の株式の100％を取得し、連結子会社化したことに伴い、新

たに「のれん」を計上しております。当連結会計年度末の連結貸借対照表における「のれん」の金額は、249百万円

であり、５年間で均等償却する方針です。のれんは、他の固定資産と同様に減損会計の対象であり、経営環境や事

業の著しい変化等により株式会社渋谷の収益性が低下した場合には、のれんの減損損失発生により、当社グループ

の財政状態および経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑥  売上高の季節変動について 

当社の売上高は、挙式・披露宴が春（３月から５月）、秋（９月から11月）に多く施行される傾向があることに

より、当該期間の売上高が変動する可能性があります。 

  

⑦  有利子負債依存度が高いことについて 

当社は、これまで新規出店および企業買収にかかる設備投資を、主として金融機関からの借入等の間接金融によ

り調達してまいりました。有利子負債残高、有利子負債依存度および支払利息は下表のとおりであります。 

今後は、営業活動によるキャッシュ・フローの拡大から生み出される余剰資金等により、有利子負債依存度の改

善を進め、財務体質の強化に努める方針ではありますが、挙式・披露宴施設の展開に伴い金融機関からの借入が増

加し、金融情勢の変動により金利が大幅に上昇した場合には、当社の業績および財務状況に影響を及ぼす可能性が

あります。  

(注) １．有利子負債残高は、金融機関からの長期借入金(1年内返済予定の長期借入金を含む）、社債、リース債

務、未払金および長期未払金の合計であります。 

２．有利子負債依存度は、有利子負債残高を総資産で除した数値を記載しております。 

  

⑧  法的規制について 

(ⅰ)挙式・披露宴施設の建築・改装について 

当社が運営する施設の建築・改装につきましては、建築基準法、消防法、下水道法等による規制を、宿泊施設を

有する施設の建築・改装につきましては、旅館業法の規制を受けております。 

当社は、施設の建築・改装にあたっては、行政当局や一級建築士等外部専門家の事前指導を受け、法令を遵守し

た建築・改装を行っておりますが、これらの法令に違反し、建築計画の遅れや施設の運営に支障が生じた場合は、

当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(ⅱ)衛生管理について 

当社が運営する挙式・披露宴施設は、食品衛生法による規制を受けており、所轄の保健所より営業許可書を取得

しております。また、各施設内の調理施設につき１名の食品衛生責任者を選任しており、館内清掃ならびに従業員

に対する衛生管理教育を徹底するとともに、専門機関による定期的な衛生検査を実施することで、社内の衛生管理

体制強化を図っております。 

当社は、設立から現在に至るまで、食中毒の発生等で行政処分を受けた事例はありませんが、今後、食中毒等の

衛生問題が発生した場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 

  
当連結会計年度末 

平成26年３月31日現在 

有利子負債残高（百万円） 5,777 

有利子負債依存度（％） 38.8 

支払利息（百万円） 75 
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(ⅲ)個人情報管理について 

当社グループでは、商品およびサービスの提供を通じて、顧客の個人情報を扱っているため、「個人情報の保護

に関する法律」が定める個人情報取扱事業者としての義務を課せられております。 

当社グループは、これら個人情報の適切な保護および管理を目的として「個人情報保護規程」を制定しており、

個人情報が記載された書類やデータについては保管庫における施錠管理やパスワード管理により細心の注意をもっ

て取り扱っておりますが、係る措置にもかかわらず不測の事態により個人情報が漏洩した場合は、当社が損害賠償

を含む法的責任を追及される可能性があるほか、当社グループの信用が低下し、当社グループの業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

  

⑨  食材について 

当社が運営する挙式・披露宴施設で提供する食材につきましては、安全性に重大な関心が払われている現在の状

況から、安全で良質な食材を安定的に確保することが重要となっております。 

しかしながら、食材の安全性が疑われる問題が生じ、海外からの食材輸入が規制された場合、あるいは需給関係

の変動等により食材の市況が急激に変動した場合等、食材の安定的確保に支障が生じる状況になった場合は、当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑩  特定人物への依存について 

当社の代表取締役である岩本博は、創業者であると同時に設立以来当社の経営方針や事業戦略の決定等、事業推

進において中心的な役割を担ってまいりました。 

現在、当社では、事業規模の拡大に伴った権限の委譲ならびに役員および幹部社員による情報の共有化等を通じ

て経営組織の強化を図るなど、同氏に過度に依存しない経営体制の整備を進めておりますが、今後、何らかの理由

により同氏が当社の経営執行を継続することが困難になった場合には、当社グループの事業展開および業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

  

⑪  人材確保と育成について 

当社グループは、積極的な事業展開、新卒採用および中途採用を実施し続けることが必要であると認識してお

り、積極的な採用活動を行っております。また、採用した人材に対しては、社内研修等を実施することで、顧客ニ

ーズに的確に対応できる人材の育成に努めております。 

しかしながら、人材の確保、育成が計画どおり進まなかった場合には、当社グループの事業展開および業績に影

響を及ぼす可能性があります。 

  

⑫ 建築・内装事業における市場環境の変化について  

当該市場は、震災関連の復興需要や東京オリンピックに向けた設備投資等の需要が予測されるものの、趨勢的な

公共投資の削減傾向や、消費税の増税等による国内の景気後退等により、民間設備投資が縮小した場合には、今後

の受注動向に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑬ 建設資材価格および労務単価の変動リスクについて 

建設資材価格や労務単価等が、請負契約締結後に予想を超えて大幅に上昇し、それを請負金額に反映することが

困難な場合、建設コストの増加につながり、利益が悪化する可能性があります。 

  

⑭ 建築・内装事業における取引先の信用リスクについて 

景気の減速などによる建設市場の縮小の影響を受け、発注者、協力業者、共同施工会社などの取引先が信用不安

に陥ってしまった場合、資金の回収不能や施工遅延などの発生による業績への影響が考えられます。 

  

⑮ 建築・内装事業における技術・品質上の重大事故や不具合などによる瑕疵等のリスクについて 

設計、施工段階における技術・品質面での重大事故や不具合が発生し、その修復に多大な費用負担が生じたり、

重大な瑕疵となった場合には、業績等に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社および子会社２社により構成されております。当連結会計期

間において、当社は株式会社渋谷の株式取得を行い、建築・内装事業を開始いたしました。これに伴い、当社グルー

プの事業を「ブライダル事業」、「建築・内装事業」および「その他の事業」の３つのセグメントに変更しておりま

す。 

  当社グループの事業内容および関係会社の位置付けは次のとおりです。 

  

 （ブライダル事業） 

ブライダル事業セグメントにおいて、当社はデザイン性を重視した直営施設を中心に、挙式・披露宴の企画・運

営を行うブライダル事業を行っております。 

当社は、「施設スタイルにこだわらない都市型ブライダルオペレーター」として、多様化する顧客のニーズに応

えるため、様々なスタイルの直営挙式・披露宴施設の運営を行っております。顧客である新郎新婦や列席されるゲ

ストに対する「施設の貸し切り感」「オリジナル感」の演出を重視し、挙式・披露宴で提供される、衣装、装花、

引出物、料理、飲料、演出等を顧客のこだわりに合わせてトータルプロデュースする、オーダーメイド型の婚礼サ

ービスを提供しております。特に、衣装、装花、演出に関しては社内における内製化を推進しており、外注取引企

業ではなく当社の従業員が直接顧客と打ち合わせを行うことにより、顧客の細かなこだわりにも対応し、一層の顧

客満足度の向上を目指しております。 

また、当社が運営する施設のうち、バンケット（披露宴会場）が複数ある施設に関しては、それぞれのバンケッ

トに専用のチャペルまたはロビースペースを設置することにより、「施設の貸し切り感」の演出を行っておりま

す。「施設の貸し切り感」、「オリジナル感」の演出のため、一軒家の邸宅風施設であるゲストハウス型施設が多

い中、当社は、同様の演出が可能で、かつ出店立地に最適なスタイルでの出店を実施しております。 

  

 （建築・内装事業） 

建築・内装事業セグメントにおいて、連結子会社である株式会社渋谷は、飲食店や小売店を中心とした施設の内

外装工事の請負および設計監理業務等を行っております。 

  

 （その他の事業） 

その他の事業セグメントにおいて、当社および当社の関係会社は、ホテルスタイルの施設を通じた宿泊サービ

ス、レストランスタイルの施設を通じたレストランサービス、および挙式・披露宴の予約が入らない平日を中心

に、主として法人を顧客とした各種パーティを行う宴会サービスの提供等を行っております。 
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社グループは、グループの中核企業である当社の社名の由来に表現されるとおり、社員（スタッフ）を教育・

育成（クリエイト）することが、企業価値の向上に資すると考えております。特に、主たる事業セグメントである

ブライダル事業においては、ハードに頼らず、ソフトの力を信じ、ビジネスの本質を真摯につきつめるという意味

を込めた『Faithful Bridal Creator』をコーポレートスローガンとして掲げ、その実現のために、「人材を育成し

接客力によってブライダル業界の勝ち組となること」、「施設スタイルにこだわらない都市型ブライダルオペレー

ターとなること」を経営の基本方針とし、直営の挙式・披露宴施設の運営を主とした事業展開を通じて、顧客満足

度の向上を図り、企業価値の向上に取り組んでおります。  

  
（２）目標とする経営指標 

当社グループは、主たる事業セグメントであるブライダル事業において、直営の挙式・披露宴施設の拡大および

施設の効率運営が、当社の企業価値の向上につながるものと認識しております。 

そのための指標として成長性と収益性を重視し、成長性に関しましては売上高の前期比増加率、収益性に関しま

しては売上高営業利益率を重要な経営指標としております。 

  

（３）中長期的な会社の経営戦略 

当社グループは、中長期にわたり、継続的に事業を拡大し収益を向上させるために下記のとおりの戦略を有して

おります。 

① 特定の施設スタイルにとらわれず、出店立地や物件のポテンシャルおよび特性を見極め、出店エリアの顧客

ニーズに合致した多様なスタイルでの出店により直営施設数を拡大いたします。 

② 施設の高収益化と顧客への高度なサービス提供を目指し、衣装、装花等の直営施設向けた内製化をさらに加

速いたします。 

③ 新たな収益機会の獲得のため、顧客層、出店の方法、および海外を含めた出店地域の多様化、レストランや

ホテル等のブライダル周辺領域への展開を調査研究いたします。 
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（４）会社の対処すべき課題 

①  現状認識について  

当社グループの主たる事業セグメントが属するブライダルマーケットでは、ターゲット顧客層としている結婚適

齢期人口の減少、未婚率の上昇、および他分野の事業会社の新規参入等の環境変化が起きております。競合状況の

激しいブライダルマーケットにおいて、当社が顧客からの支持を着実に獲得し、中長期的な企業成長に向けた経営

戦略を実行するために、以下のような課題に対処してまいります。 

  

②  当面の対処すべき課題の内容、対処方針、および具体的な取組状況 

(ⅰ)競争力を有する立地での出店 

当社は、挙式・披露宴施設の競争力は、その立地の集客力によって最も影響を受けるものと認識しており、継

続的、安定的に集客が可能な立地に出店することが特に重要な経営課題であると認識しております。この課題に

対応するため、①東京23区および政令指定都市②新幹線停車駅がある人口30万人以上の都市を優先出店候補エリ

アとし、これら候補エリアに所在する若者層の認知度が高い商業集積駅、またはターミナル駅周辺に積極的な出

店を継続してまいります。 

  

(ⅱ)人材の確保と育成 

当社グループは、今後のさらなる事業拡大を目指す上で、優秀な人材の確保およびその人材の育成が重要な経

営課題であると認識しております。人材確保においては、新卒採用および中途採用を積極的に実施し、当社グル

ープの経営方針に共感を持った早期に戦力化可能な人材の採用と、従業員のモチベーションを向上させる人事諸

制度の構築が必要と考えております。特に、ブライダル事業における人材の育成については、接客に関するデー

タの定量的な分析に基づく課題抽出および対策、高い接客力を有する人材の接客ノウハウの共有、定期的な社内

研修等を実施することにより、顧客ニーズに的確に対応できる接客力を向上させてまいります。 

  

(ⅲ)内部管理体制の充実 

当社グループでは、今後も企業の継続的な成長を実現していくために、事業規模の拡大に対応した内部管理体

制の充実が不可欠であると認識しております。今後も事業規模の拡大に合わせ、管理部門の一層の強化による内

部管理体制の整備に取り組んでまいります。 
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４．連結財務諸表 

（１）連結貸借対照表  

  

 

                    (単位：千円) 

                    
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部   

  流動資産   

    現金及び預金 4,209,160 

    受取手形及び売掛金 143,850 

    完成工事未収入金 223,761 

    販売用不動産 371,823 

    商品及び製品 86,510 

    原材料及び貯蔵品 51,155 

    未成工事支出金 242,182 

    繰延税金資産 142,468 

    その他 314,501 

    貸倒引当金 △3,905 

    流動資産合計 5,781,508 

  固定資産   

    有形固定資産   

      建物及び構築物（純額） 5,479,483 

      工具、器具及び備品（純額） 392,825 

      建設仮勘定 196,579 

      その他 187,551 

      有形固定資産合計 6,256,440 

    無形固定資産   

      のれん 249,155 

      その他 184,987 

      無形固定資産合計 434,143 

    投資その他の資産   

      敷金及び保証金 1,962,355 

      繰延税金資産 309,503 

      その他 186,420 

      貸倒引当金 △20,318 

      投資その他の資産合計 2,437,961 

    固定資産合計 9,128,544 

  資産合計 14,910,053 
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                    (単位：千円) 

                    
当連結会計年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部   

  流動負債   

    支払手形及び買掛金 1,205,216 

    1年内返済予定の長期借入金 1,846,528 

    未払金 1,029,278 

    前受金 670,579 

    未払法人税等 571,468 

    その他 1,361,736 

    流動負債合計 6,684,807 

  固定負債   

    長期借入金 3,615,504 

    資産除去債務 678,998 

    その他 185,243 

    固定負債合計 4,479,745 

  負債合計 11,164,553 

純資産の部   

  株主資本   

    資本金 539,327 

    資本剰余金 497,327 

    利益剰余金 2,678,646 

    自己株式 △126 

    株主資本合計 3,715,175 

  その他の包括利益累計額   

    その他有価証券評価差額金 2,077 

    その他の包括利益累計額合計 2,077 

  新株予約権 28,248 

  純資産合計 3,745,500 

負債純資産合計 14,910,053 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

連結損益計算書  

 

                    (単位：千円) 

                    当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 19,362,163 

売上原価 7,817,570 

売上総利益 11,544,593 

販売費及び一般管理費 9,659,575 

営業利益 1,885,018 

営業外収益   

  受取賃貸料 4,758 

  受取手数料 3,852 

  為替差益 7,788 

  デリバティブ評価益 6,059 

  その他 7,380 

  営業外収益合計 29,839 

営業外費用   

  支払利息 75,862 

  金融手数料 14,949 

  その他 10,713 

  営業外費用合計 101,524 

経常利益 1,813,332 

特別利益   

  新株予約権戻入益 1,260 

  特別利益合計 1,260 

税金等調整前当期純利益 1,814,592 

法人税、住民税及び事業税 818,942 

法人税等調整額 △105,633 

法人税等合計 713,308 

少数株主損益調整前当期純利益 1,101,283 

当期純利益 1,101,283 
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連結包括利益計算書  

 

                    (単位：千円) 

                    当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 1,101,283 

その他の包括利益   

  その他有価証券評価差額金 2,077 

  その他の包括利益合計 2,077 

包括利益 1,103,360 

（内訳）   

  親会社株主に係る包括利益 1,103,360 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日)  

   

  

 

(単位：千円) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 529,830 487,830 1,670,390 △126 2,687,925 

当期変動額           

新株の発行（新株予 

約権の行使） 
9,496 9,496     18,993 

剰余金の配当     △93,028   △93,028 

当期純利益     1,101,283   1,101,283 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
          

当期変動額合計 9,496 9,496 1,008,255 - 1,027,249 

当期末残高 539,327 497,327 2,678,646 △126 3,715,175 
 

  

  

その他の包括利益累計額 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

その他の包括利益 

累計額合計 

当期首残高 - - 17,758 2,705,684 

当期変動額         

新株の発行（新株予 

約権の行使） 
      18,993 

剰余金の配当       △93,028 

当期純利益       1,101,283 

株主資本以外の項目 

の当期変動額（純額) 
2,077 2,077 10,489 12,566 

当期変動額合計 2,077 2,077 10,489 1,039,815 

当期末残高 2,077 2,077 28,248 3,745,500 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書  

 

                    (単位：千円) 

                    当連結会計年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

  税金等調整前当期純利益 1,814,592 

  減価償却費 1,123,254 

  のれん償却額 43,968 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,863 

  受取利息及び受取配当金 △800 

  デリバティブ評価損益（△は益） △6,059 

  支払利息 75,862 

  金融手数料 14,949 

  売上債権の増減額（△は増加） △3,368 

  たな卸資産の増減額（△は増加） 121,553 

  未成工事支出金等の増減額（△は増加） 195,930 

  仕入債務の増減額（△は減少） 320,251 

  前受金の増減額（△は減少） 80,977 

  未払金の増減額（△は減少） 198,587 

  その他 84,054 

  小計 4,065,616 

  利息及び配当金の受取額 800 

  利息の支払額 △84,887 

  法人税等の支払額 △778,781 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 3,202,748 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

  定期預金の預入による支出 △17,211 

  定期預金の払戻による収入 1,200 

  有形固定資産の取得による支出 △891,149 

  無形固定資産の取得による支出 △60,946 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 

△238,043 

  敷金及び保証金の差入による支出 △252,238 

  敷金及び保証金の回収による収入 957 

  その他 △14,620 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △1,472,053 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

  長期借入れによる収入 2,900,000 

  長期借入金の返済による支出 △1,786,288 

  社債の償還による支出 △45,000 

  リース債務の返済による支出 △61,564 

  割賦債務の返済による支出 △47,351 

  新株予約権の行使による株式の発行による収入 18,993 

  配当金の支払額 △92,755 

  その他 △12,863 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 873,170 

現金及び現金同等物に係る換算差額 860 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,604,726 

現金及び現金同等物の期首残高 1,416,611 

現金及び現金同等物の期末残高 4,021,338 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

(継続企業の前提に関する注記) 

該当事項はありません。 

  
(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

１．連結の範囲に関する事項 

すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数 

２社 

連結子会社の名称 

株式会社渋谷 

ＳＨＩＢＵＴＡＮＩエステート・パートナーズ株式会社 

株式会社渋谷については、平成25年5月に全株式を取得したことにより、新に連結の範囲に含めております。ま

た、当該子会社化に伴い、同社の子会社であった1社（ＳＨＩＢＵＴＡＮＩエステート・パートナーズ株式会社）も

連結子会社（当社の孫会社）となっております。 

なお、みなし取得日を平成25年6月30日としたため、第2四半期連結会計期間より損益計算書およびキャッシュ・

フロー計算書を連結しております。 

  

２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

  

４．会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。） 

時価のないもの 

移動平均による原価法 

② デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

 デリバティブ 

時価法 

③  たな卸資産 

販売用不動産 

 個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

商品及び製品 

 個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

原材料及び貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法） 

 未成工事支出金 

 個別法による原価法 
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(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産(リース資産を除く) 

建物（建物附属設備は除く）については定額法を、それ以外は定率法を採用しております。 

また、取得価額10万円以上20万円未満の少額資産減価償却については、一括償却資産として法人税法に規定する

方法により、３年間で均等償却しております。 

なお、ブライダル事業用の定期借地契約による借地上の建物、および賃貸契約の建物については、耐用年数を

定期借地権の残存期間、および賃貸借期間、残存簿価を零とした定額法によっております。 

主な耐用年数は次のとおりであります。  

また、平成19年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によっております。 

②  無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

③  リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法によっております。 

なお、所有権移転ファイナンス・リース取引に係る固定資産は、リース資産として区分せず、有形固定資産

に属する各科目に含める方法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の取引

については、通常の賃貸借処理に係る方法に準じた会計処理によっております。 

④  長期前払費用 

 定額法によっております。 

  

(３) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  

(４)重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準(工事の進捗率

の見積りは原価比例法)、その他の工事については工事完成基準によっております。 

  

(５)重要なヘッジ会計の方法 

①  ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては適用要件を満たすため、特例処理によっております。 

②  ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段・・・金利スワップ 

 ヘッジ対象・・・借入金の利息 

③  ヘッジ方針 

長期借入金の金利変動リスクの回避を目的として、個別契約毎に金利スワップ取引を行っております。 

④  ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理の要件を満たしており、有効性が保証されているため、有効性の評価を省略しております。 

  

 

建物及び構築物 ３～35年 

工具、器具及び備品 ２～20年 
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(６)のれんの償却方法及び償却期間 

５年間の定額法により償却しております。 

  

(７) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。 

  

(８) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

(セグメント情報等) 

(セグメント情報) 

１．報告セグメントの概要 

(１) 報告セグメントの決定方法 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社グループのセグメントについては、事業の種類別に構成されており、「ブライダル事業」および「建築・内

装事業」ならびに「その他の事業」を報告セグメントとしております。 

(２) 各報告セグメントに属する製品およびサービスの種類 

「ブライダル事業」は、デザイン性を重視した直営施設において、挙式・披露宴の企画・運営を行うブライダル

事業を行っております。 

「建築・内装事業」は、飲食店や小売店を中心とした施設の内外装工事の請負および設計監理業務等を行ってお

ります。 

「その他の事業」は、ホテルスタイルの施設を通じた宿泊サービス、レストランスタイルの施設を通じたレスト

ランサービス、および挙式・披露宴の予約が入らない平日を中心に、主として法人を顧客とした各種パーティを行

う宴会サービスの提供を行っております。 

(３) 報告セグメントの変更等に関する事項 

当社は、第１四半期連結会計期間において新たに株式会社渋谷およびその100%子会社であるＳＨＩＢＵＴＡＮＩ

エステート・パートナーズ株式会社を連結子会社化しております。 

当社は、前事業年度末においては、ブライダル事業の単一セグメントでしたが、当該連結子会社化により、第２

四半期連結会計期間より新たな事業セグメントが識別されたことから、セグメントの内容を見直し、「ブライダル

事業」、「建築・内装事業」、「その他事業」により区分しております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、たな卸資産の評価基準を除き、「連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。 

たな卸資産の評価については、収益性の低下に基づく簿価切下げ前の価額で評価しております。報告セグメントの

利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益および振替高は市場実勢価格に基づいておりま

す。 
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

当連結会計年度(自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日) 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、宿泊事業および宴会事業等を含ん

でおります。 

２．セグメント利益の調整額△1,399,365千円には、のれん償却額△43,968千円、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△1,355,397千円が含まれております。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

であります。 

３．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

４．セグメント資産の調整額は、各セグメントに配分していない全社資産5,356,575千円であり、該当全社資産

は、主に報告セグメントに帰属しない現金及び預金、繰延税金資産等であります。 

５．その他の項目項目の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産に係るものであり、減価償却費

の額、有形固定資産および無形固定資産の増加額であります。 

  

 

      (単位：千円) 

  
報告セグメント 

その他 
(注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

連結損益計
算書計上額
(注)３ ブライダル 建築・内装 計 

売上高              

外部顧客への売上高 15,327,933 2,141,859 17,469,792 1,892,371 19,362,163 ― 19,362,163

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

― 201,410 201,410 65,611 267,021 △267,021 ―

計 15,327,933 2,343,269 17,671,202 1,957,982 19,629,185 △267,021 19,362,163

セグメント利益 2,906,811 153,334 3,060,145 224,238 3,284,383 △1,399,365 1,885,018

セグメント資産 8,107,470 529,131 8,636,602 916,875 9,553,478 5,356,575 14,910,053

その他の項目              

減価償却費 960,335 ― 960,335 61,147 1,021,482 102,366 1,123,849

有形固定資産および無
形固定資産の増加額 

1,273,565 ― 1,273,565 57,128 1,330,694 65,929 1,396,623
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(１株当たり情報)  

(注) １株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。  

  
(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

  

 

  
当連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日) 

１株当たり純資産額 318.55円 

１株当たり当期純利益金額 94.56円 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

92.61円 
 

  
当連結会計年度 

(自 平成25年４月１日 
至 平成26年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

  当期純利益(千円) 1,101,283 

  普通株主に帰属しない金額(千円) ―  

  普通株式に係る当期純利益(千円) 1,101,283 

  普通株式の期中平均株式数(株) 11,646,812 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

  当期純利益調整額(千円) ― 

  普通株式増加数(株) 244,768 

  (うち新株予約権(株)) (244,768) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要 

第７回新株予約権 450個 
第10回新株予約権 425個 
第11回新株予約権 570個 
第12回新株予約権 330個 
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５．個別財務諸表 

（１）貸借対照表  

  

 

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 1,416,611 3,047,577 

    売掛金 35,968 35,280 

    原材料及び貯蔵品 52,147 50,801 

    前払費用 220,840 240,424 

    繰延税金資産 119,415 142,085 

    その他 42,966 36,601 

    貸倒引当金 △1,221 △1,266 

    流動資産合計 1,886,728 3,551,504 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物（純額） 4,604,341 5,248,797 

      構築物（純額） 40,729 34,976 

      車両運搬具（純額） 0 0 

      工具、器具及び備品（純額） 242,906 371,923 

      リース資産（純額） 82,043 86,582 

      建設仮勘定 772,440 197,990 

      有形固定資産合計 5,742,462 5,940,270 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 153,169 130,889 

      リース資産 6,860 4,250 

      その他 17,747 49,847 

      無形固定資産合計 177,777 184,987 

    投資その他の資産     

      関係会社株式 － 806,218 

      長期前払費用 64,686 46,339 

      敷金及び保証金 1,697,647 1,948,248 

      繰延税金資産 213,917 309,649 

      その他 190 14,873 

      貸倒引当金 － △1,663 

      投資その他の資産合計 1,976,441 3,123,665 

    固定資産合計 7,896,681 9,248,923 

  資産合計 9,783,409 12,800,428 
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                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    買掛金 561,579 657,209 

    1年内返済予定の長期借入金 1,301,086 1,581,296 

    リース債務 90,762 31,054 

    未払金 660,493 1,121,801 

    未払費用 404,951 541,349 

    未払法人税等 511,133 564,771 

    未払消費税等 76,354 130,436 

    前受金 586,301 670,474 

    預り金 81,674 68,831 

    その他 1,542 1,804 

    流動負債合計 4,275,880 5,369,030 

  固定負債     

    長期借入金 2,179,319 2,926,349 

    リース債務 69,366 96,389 

    長期未払金 83,482 40,015 

    資産除去債務 469,675 636,521 

    固定負債合計 2,801,844 3,699,276 

  負債合計 7,077,724 9,068,306 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 529,830 539,327 

    資本剰余金     

      資本準備金 487,830 497,327 

      資本剰余金合計 487,830 497,327 

    利益剰余金     

      その他利益剰余金     

        繰越利益剰余金 1,670,390 2,667,345 

      利益剰余金合計 1,670,390 2,667,345 

    自己株式 △126 △126 

    株主資本合計 2,687,925 3,703,873 

  新株予約権 17,758 28,248 

  純資産合計 2,705,684 3,732,122 

負債純資産合計 9,783,409 12,800,428 
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（２）損益計算書  

 

                      (単位：千円) 

                    前事業年度 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高 12,903,441 16,266,688 

売上原価 4,175,207 5,190,430 

売上総利益 8,728,233 11,076,258 

販売費及び一般管理費 7,500,615 9,242,035 

営業利益 1,227,617 1,834,222 

営業外収益     

  受取利息 284 392 

  受取賃貸料 7,758 4,758 

  協賛金収入 14,317 1,319 

  助成金収入 360 1,206 

  その他 2,291 2,438 

  営業外収益合計 25,011 10,114 

営業外費用     

  支払利息 62,804 65,061 

  金融手数料 7,852 14,949 

  その他 4,904 7,692 

  営業外費用合計 75,560 87,702 

経常利益 1,177,068 1,756,634 

特別利益     

  新株予約権戻入益 2,357 1,260 

  特別利益合計 2,357 1,260 

税引前当期純利益 1,179,426 1,757,894 

法人税、住民税及び事業税 516,755 786,313 

法人税等調整額 △75,503 △118,401 

法人税等合計 441,252 667,912 

当期純利益 738,174 1,089,982 
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（３）株主資本等変動計算書 

  前事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)  

  

  当事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)  

 

(単位：千円) 

  

株主資本 

新株予約権 純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他 

利益剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 498,527 456,527 456,527 932,216 932,216 △126 1,887,145 8,792 1,895,937 

当期変動額    

新株の発行 31,303 31,303 31,303 62,606  62,606 

剰余金の配当     ― ―   ―   ― 

当期純利益  738,174 738,174 738,174  738,174 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
  8,966 8,966 

当期変動額合計 31,303 31,303 31,303 738,174 738,174 ― 800,780 8,966 809,747 

当期末残高 529,830 487,830 487,830 1,670,390 1,670,390 △126 2,687,925 17,758 2,705,684 
 

(単位：千円) 

  

株主資本 

新株予約権 純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他 

利益剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 529,830 487,830 487,830 1,670,390 1,670,390 △126 2,687,925 17,758 2,705,684 

当期変動額    

新株の発行 9,496 9,496 9,496 18,993  18,993 

剰余金の配当     △93,028 △93,028   △93,028   △93,028 

当期純利益  1,089,982 1,089,982 1,089,982  1,089,982 

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額) 
  10,489 10,489 

当期変動額合計 9,496 9,496 9,496 996,954 996,954 ― 1,015,948 10,489 1,026,437 

当期末残高 539,327 497,327 497,327 2,667,345 2,667,345 △126 3,703,873 28,248 3,732,122 
 

㈱エスクリ（2196）平成26年３月期 決算短信［日本基準］（連結）

－24－




